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【論文要旨】
満洲事変にともなう国際連盟からの脱退は一九三〇年代の日本を考え
るうえで重要な問題である。当時の多くの新聞は事変を支持し、連盟の介入を批判する論調が見られた これが日本 外交政策に影響を与えたことは間違いないであろう。
しかし、当時の陸軍が国防思想普及という名のもとに世論を誘導しよ
うと積極的に活動していたことはあまり検証されていない。国防思想普及は講演会などを通じて行われていたが、その講演内容は陸軍中央で作成された陸軍パンフレットを元にし そこで、本稿で 満洲事変中に実施されていた国防思想普及に着目し、それによって陸軍 どのよ
うな世論を形成しようとしていたのかを陸軍パンフレットを利用して検証する。
陸軍パンフレットを検証した結果、陸軍は世論によって外交政策が左
右されると認識しており、そのために世論対策を実施していたことが明らかになった。具体例としては満洲国の承認や国際連盟脱退などであり、日本の外交政策はほぼ陸軍の要求通りの展開になった。世論の形成にはさまざまな要因が絡み合うが、ここで重要なのは実態として世論形成が成功したかどうかではなく 成功し と陸軍が認識していたことである。【キーワード】
満洲事変、国際連盟脱退、国防思想普及、陸軍パンフレット、帝国在郷軍人会
はじめに
満洲事変にともなう国際連盟からの脱退は一九三〇年代の日本を考え
るうえで重要な問題である。それは日本の国際的な孤立を押 進め、軍縮条約など国際社会の制約から抜け出た結果としての軍備増強とそれによる軍拡競争へと発展していき、最終的に アジア太平洋戦争へと至ってしまう。もちろん、連盟脱退から単線的に戦争へとつながったわけではないが、外交政策上の問題であったにも関わらず陸軍が少 からず影響を及ぼしており、一つの象徴的な出来事 ことは間違いない。
日本の国際連盟脱退を扱った先行研究は、斎藤孝
(
 )、臼井勝美
(
 )、加藤陽
――
子 (
 )など概説的なものだけでも蓄積が多い。内山正熊は連盟脱退の原因と
して陸軍の強硬派とそれを容認する一部の外務省官僚の存在を指摘している
(
 )。それに対して井上寿一は陸軍も含め政府内のすべての政治勢力が
連盟脱退を想定しておらず、脱退は対英米協調を志向する現状維持派が協調外交へのダメージを最小限に抑えるために実行したものであると指摘している
(
 )。軍の政策を支持する世論を無視できず、時流に従う和解型
ないし迎合型の政治家が多かったという緒方貞子による指摘 ふまえと (
 )、この当時の世論の動きも見逃せる要素ではない。実際に当時の く
の新聞をはじめとするマス・メディアは満洲事変を支持し
(
 )、連盟の介入
を批判する論調が見られた
(
 )。さらに国内では人びとによる熱狂的な事変
支持の動きも広く見られた
(
 )。これが日本の外交政策に影響を与えたこと
は間違いないであろう。
しかし、当時の陸軍が国防思想の普及という名のもとに世論を誘導し
ようと積極的に活動していたことはほとんど検証されていない
(
)。そこ
で、本稿では満洲事変中に実施されて た国防思想普及に着目し、それによって陸軍がどのような世論を形成しようと てい かを検証する。国防思想普及に関しては、由井正臣が満洲事変前後の時期にかけての「国民統合」とい 視角で論じており、それが帝国在郷軍人会を中心に実施されていたこ を明らかにして る
(
)。ただし、国際連盟脱退問題
に関してはほとんど言及されておらず、さらに在郷軍人会 陸軍中央との関係や国防思想普及で具体的にどのようなことが主張さ たのかも不明確である。本稿では 際連盟脱退問題 連 陸軍がどのよ な主張をしていたのか、またそこから世論が政策遂行 あたってどのような
影響をもたらすと陸軍が認識していたのかを検証していきたい。また日本の連盟脱退をもたらした要因は満洲事変あるいは「満洲国」 （以下、括弧省略）にかかわる問題であるので、満洲事変と同時期に発生し 第一次上海事変は重要な問題ではあるも の 本稿では基本的には触れない。
一
陸軍の世論対策としての国防思想普及と帝国在郷軍人会

国防思想普及の開始
まずは、国防思想普及が世論の形成のためにどのように実施されてい
たのかを確認しておきたい。
国防思想の普及に関して審議・調査する組織として国防思想普及委員
会が一九二三年の時点ですでに陸軍省に設置されていたようであ が
(
)、
その活動が本格的になったのは一九三〇年代に入ってからである。
一九三〇年に作成された「昭和五年度国防思想普及ニ関スル計画」は
国防思想普及の対象として「言論及文筆ノ有能者タリ且ツ社会的ノ優位者」である「知識階級」 、つまり世 形成の担い手に重点を くことが記されている。その具体的な方法として何 か挙げると、直接的な世論形成とみられる方法には新聞や雑誌などの陸軍部外 刊行物を利用し、新聞関係のほか著述家や軍事的刊行物 の連絡 緊密に るこ や、外国駐在日本通信員や日本駐在外国通信員の利用に留意することも目指された。またパンフレットの作成も重要である。これは 知識階級」を対象として配布され、さらに部内外者の講演、著述に されることが想
――
定された。そしてその講演は「中央部ニ於テ進ンテ巡回公演ヲ行フ」ほか機会を捉えて「部外団体ニ陸軍ニ関スル講演会」を開催させ、さらには「部外講演者ノ利用ニ留意」するとされた。また陸軍と連携している在郷軍人会などの既設団体との関係も一層緊密にさせることが計画 れた (
)。これらのことから言えるのは、新聞社などの部外団体の主催により
講演会を開催し、在郷軍人をはじめ して陸軍外の者が講演を行うが、その に関して 陸軍内で作成さ
れたパンフレットに基づいて実施さ
れるということである。なお、国防思想普及委員には陸軍においてメディア対策を担っていた陸軍省新聞班も参加し おり、新聞班が日頃から新聞記者たち 接触していたことから考えると
(
)、この計画が世論形成に
むけた動きであ ことはより明確になる。
翌年に作成された『講話資料』と題さ たパンフレットを見ると
「本冊子は陸軍記念日及其の他に於ける講話資料として将校の作業を集録せしものなり参考の為配布す
(
)」と記されており、講演に利用されるこ
とを前提に作成されたのは間違いない。また、在郷 人会の 関誌である『戦友』や、陸軍将校の親睦団体である偕行社が発行していた『偕行社記事』も講演会の種本として利用されていた
(
)。なお、陸軍パンフレッ
トあるいは陸軍省パンフレットと呼ばれる冊子を作成し のは新聞班とともに軍 調査委員の統轄下に置かれていた陸軍省調査班 う組織である。陸軍パンフレットは一九三三年五月頃ま は民間よりも陸軍部内に配布され、現役および在郷 軍人、特に将校クラスにむけて書かれた 資料的性格が強 ものであった
(
)。しかし、 『戦友』などととも
に講演の種本となるこ で、直接読むこと できない してもその主張
内容は軍人以外にも広く伝達されていたのである。
以上のように、陸軍は国防思想の普及という目的のために講演会を開
催していたが、そこで重要な役割を担っていたのは在郷軍人であった。なぜ在郷軍人なのかと言うと、現 軍人による政治へ 関与禁止という問題がかかわってくる らである。軍人たち 重要視されていた 勅諭のなかに「世論に惑はず政治に拘らず
(
)」という一節があるのは有名で
あるが、現役軍人の政治関与を禁止するの 実質的な意味をもっていたのは陸軍刑法第一〇三条である。国防思想普及の参考資料とし 配布された「陸軍刑法第百三条ノ解」 よれば 陸軍刑法第一〇三条は「政治ニ関シ上書建白其他請願ヲ為シ又ハ演説若クハ文書ヲ以テ意見ヲ公ニシタル者ハ三年以下ノ禁錮ニ処ス」とされ、この「立法ノ精神ハ ノ政治運動ヲ防遏スル」ことにあり、 「政府ノ施政政策等ヲ論難批判シ 実政治ニ変更 来サ メ又ハ来サシメサラントスルニ於テハ本 ニ抵触スヘシ」と解釈されていた
(
)。このように第一〇三条により軍人は政策を批
判できないため、現役を離 在郷 人たちが中心 なっ である (
)。ただし、現役軍人であっても「各々其職責ニ従ヒ其本務ニ照シ事実
ノ解説並研究ノ結果ヲ発表」することは可能であり そこから「国防軍備ニ関シ我ノ執ル キ態度ヲ聴者読 ヲ テ自然ニ推断セシムルカ如キハ毫モ陸軍刑法第百三条ニ抵触スルモノ アラサルナリ」とも解釈されていた
(
)。以後、国防思想の普及、あるいは陸軍による世論の形成にあた
って「自然ニ推断セ ムル」というこ が重要な手法 なっていく。この手法であれば現役軍人による講演も可能ではあったが、政府の政策批判はできず制約があったのは変わらない。そ 次に政策批判も含んだ
――
陸軍の主張を伝達するのに活用された在郷軍人の活動を確認しておきたい。
帝国在郷軍人会による国防思想の普及
満洲事変が始まる前の時期において、陸軍の課題は軍縮を阻止するこ
とと満蒙問題を解決することであった。そこで、こ らを陸 が望むかたちで遂行できるように世論の形成が図られた。
この時期における軍縮は国内問題であると同時に国際問題でもあっ
た。つまり、日本国内からの軍縮を求める声を背景に浜口雄幸内閣およびそれを引き継いだ若槻礼次郎内閣のもとで実施されようとしていた軍制改革という側面と 国際連盟主導で一九三二年二月から開催予定のジュネーヴ一般軍縮会議への参加という側面が存在していた。
満蒙問題は利権回収に動き出した中国から満蒙特殊権益をいか して
維持していくのかが課題となって た。陸軍内には武力行使によりこを解決しようとする勢力も存在していたが、 広く同意を得ていたとは言えず、もし強行すれば国内からの反対により失敗する可能性があっ 。
以上のような状況で注目されるのが、一九三一年八月四日に開催され
た軍司令官・師団長会議における南次郎陸相の口演である。南の口演は軍制改革・満蒙問題・国際連盟軍縮本会議・軍人勅諭拝受五〇年 つての所信を表明するものであり、そのなかでは軍制改革に い 「門外無責任 位置に在る者乃至深く 防に関心せざる者に至りては〔中略〕国家国軍に不利なる言論宣伝を敢てするもの所在少からず」 して「此等謬論を是正すると共 進んで這次改革の必要と其の適正なる所以とを
管下の軍部内外に徹底せしめ〔中略〕国民の理解協調を齎す如く最善の努力あらんことを望む」であったり、軍縮会議について「一般国民に会議の本質並之に対する列国の態度を正解せしめ 論 帰趨を中正ならしむることに配意あらんことを」といった内容が含まれていた
(
)。所信のな
かに「国民 理解協調を齎 」や「国論の帰趨を 正ならしむる」といった文言を見ても陸軍の主張を国民へ伝達さ ようという意図がうかがえる。また、この会議は「軍制改革案ノ説明其他国防思想普及ノ目的ヲ以テ」開催され 宣伝関係参謀 会議への随行も指示されていた
(
)。これ
らの点から陸軍中央が軍や師団 世論形成のための活動を せようとていたと考え れる。
さらに満蒙問題の解決にむけて陸軍中央で作成された「満洲問題解決
方策の大綱」では、 「満洲問題の解決には、内外 理解 得 ことが絶対に必要である。陸軍大臣は閣議を通じ、現地 情況を各大臣に知悉せしめることに努力する」や「全国民特に操觚界 満洲の実情を承知せしめる主業務は、主とし 軍務局の任とし、情報部は之に協力する」といった項目が含まれており
(
)、これも世論の支持を獲得しようとしていたと
見ることができる。
帝国在郷軍人会はこうした動きを見せる陸軍中央に先立ち、三月二日
から三日間にわ って開催さ た第七回評議会において「明春寿府に於ける軍縮会議の開催に先ち大に国防思想を普及して、国論を正導すべきこと」という建 案を採択した
(
)。また八月二六日に本部内に臨時国防思
想普及委員を置き
(
)、翌年の軍縮会議終了までを目途として概ね次の三期
に分けて国防思想普及を指導することになった。
――
第一期
この期間は概ね九月中とし、この一ケ月間に於ては主とし
て講演を以つて国防に関する会員の所信を高め、之を一般に及ぼして国防思想を普及す
第二期この期間は第一期に引続き概ね軍縮会議全権出発迄を目途
とし本年度巡回指導予定の麻布、甲府、名古屋、岐阜、盛岡 山形、鳥取、松江、小倉、福岡 十支部 指導者を派遣して 国防観念を益々強調し、その他の支部に対しては要 れば本会より講演者を派遣す
尚軍縮会議全権に対しては各種の方法を以つて之れを支援す
第三期
この期間は第二期の事業に継続し、尚ほ第一第二期に於け
る普及状況に関し、会員や一般に対する普及 効果を観察して本期に於ける対策を定む
(
)
このようにまずは第一期の活動が始まり、講演会などが開催された。
後にこの状況を鈴木荘六在郷軍人会会長は「此夏以来満蒙問題の解決、軍備の充実、軍縮会議に於ける当局の支援を三大目標として、先づ軍人会員に十分の了解を与へ、次で広く之を全国民に及ぼして、輿論を喚起せんが為、奮然起つて社会に進出し
たのであります。是れ実に政党政派
を超越し、憂国の至情に発した所の純真な 愛国運動であります」 述べている
(
)。ここからも国防思想の普及が「輿論を喚起」させる目的で実
施され たこと 見て取れる。
以上のように、国防思想普及は本格的に始動することになり、九月前
半だけで講演会などの催しは全国各地で合計一一七回も実施されていた (
)。先行研究では軍による世論喚起のための積極的な活動によって陸軍
に批判的な論調が転換したと指摘している
(
)。確かにこの時期の新聞など
を見てみると対中国強硬論が盛り上がっていたことが確認できるものの (
)、これが国防思想普及の影響であるとみなすのは留保が必要である。
これら強硬論は七月二日に起きた万宝山事件を契機とした中国人排斥運動や八月一七日に公表された 村震太郎大尉殺害事件を契機として論じられたものだからである。
しかし、ここで重要なのは が実際にどのよう 効果をも
たらしたのかではなく、国防思想普及の効果を陸軍がどのように評価してい のかである。それをうかがえ のが以下の報告である。
満蒙並軍縮問題ニ対スル一般国民ノ認識ガ軍部企画ノ軍事講演ニ依リ明確適正トナルヤ国民意識ハ頓ニ覚醒セラレ現内閣ノ軟弱外交ヲ痛憤シ此ノ際武力的行動 依リ徹底的解決 要アリトシ之レガ為ニハ軍備ノ充実ヲ必要 ス ヲ以テ来 ベキ軍縮本会議ニ際 テモ軍部ノ主張貫徹ニ邁進スベシト為シ軍部ニ有利ナル強硬論ニ傾キツツアリ
(
)
このように軍にとって有利な強硬論が形成されつつあると見 されて
おり、その要因は「軍部企画ノ軍事講演」 、つまり国防思想の普及にると認識されていたのである。効果があると評価されたによ 世論形成は満洲事変勃発後も盛んに試みられていく。
二
満洲事変勃発と国際連盟の関与

日中直接交渉にむけた世論形成
九月一八日の柳条湖事件を契機として満洲事変が始まると、二一日に
――
中国は国際連盟規約第一一条に基づいて連盟に提訴し
(
)、緊急理事会の開
催を要求した。当時はジュネーヴ おいて連盟総会が開会中であり、中国は九月一四日に非常任理事国になったばかりであった。
満洲事変を計画した陸軍軍人たちは事変への国際連盟の関与を嫌い、
当初の計画では連盟総会が終わって各委員が本国に帰 着いた頃合いの二七日に実行する予定だったとされる。しかし、奉天総領事林久治郎より関東軍が軍事 動を計画しているという報告がもたらされたため、関東軍を抑制するために参謀本部第一部長建川美次が派遣されることになり、最終的に一八 決行となったとされる
(
)。
この決行時期と国際連盟に関連して、後に松岡洋右とともに連盟総会
へ赴いた土橋勇逸は次のよう 述べている。
もしも、満洲事変が年一回の総会開会中に起きなかったか、ある
いは理事会の休会中に起こったとすれば、中国からの訴えに応じて理事会なり臨時総会を招集しなければならない。招集するとなれば、今日と違い飛行機などで集まることのできぬ時代であったし、少なくとも何日かの日数がかかったことであろう。そうなれば日本政府としても、従ってその代表としても、相当な準備が出来たことであろうし、また初めから事変の性質 説明し得たであろうし 各国代表もただの侵略行為とは少し 情 違っ いるくらい 頭となったかも知れぬ。宿命という外
(
)。
はたしてこの指摘がどれほどの妥当性があるか判断しがたいが、これ
と同様の考え方で当初の計画は総会終了後の二七日とされたのであろう。
しかし結局のところ中国の提訴により、二二日には五人委員会 設置
され、理事会議長のスペイン外相レルーおよび常任理事国のうち日本を除いた英仏伊独の代表が問題の解決にあたることが承認された
(
)。なお、
連盟の干渉を望まず、日中 直接交渉により問題の解決を図ろうとしたのは軍だけではなく、日本政府も同様であった。五人委員会が設置されたのと同じ二二日に日本代表芳澤謙吉は理事会 おいて中国 の直接交渉によって平和的解決が達成できると保障した
(
)。さらに幣原喜重郎外相
も日中直接交渉を中国側に提案してい
(
)。
満洲事変の勃発を受けて陸軍は一九日の夜に声明を出し、 「支那官兵
が満鉄を破壊し守備兵を襲撃する いたつたのでやむを得ず関東軍はその本来の任務達成のため行動するにいたつ 」と関東軍の行動を正当化した
(
)。さらに陸軍では世論対策を進め、そこでも関東軍の行動を正当化
し、政府と同様に日中直接交渉を主張していた。まず陸軍 世論対策について確認すると、九月二四日に陸軍省は各軍・師団の参謀長に対して、事変は中国軍 満鉄破壊 動機として勃発 関東軍は本来の任務を達成したとし 「我 行動ノ正当且自衛上已ムヲ得サル所ニシテ国際法規ニ照ラスモ何等抵触スルコトナキ所以ヲ一般ニ普及徹底シ以テ国論ヲ喚起シ事件ノ善後処置ニ際シ満蒙諸懸案ノ解決ヲ有利ナラシム ハ目下ノ急務」であり、 「此挙国一致ヲ要スヘキ重大時期ニ各師団（軍）ニ於テモ国論ノ喚起統一ニ関シ一段ノ努力ヲ煩ハシ度」という通牒 出し、満洲事変を満蒙問題解決に利用するための世論喚起を開始するこ になった
(
)。なお、二四日には政府から、日本軍の行動は日本が「正当ニ享
有スル権利利益ヲ擁護スル」ためのものであり これ以上事態を拡大する意思は いとする声明が発表されている
(
)。事変発生が伝わった直後の
――
一九日に開かれた閣議において、若槻首相が「関東軍今回ノ行動ハ支那軍ノ暴戻ニ対シ真ニ軍ノ自衛ノ為ニ執リタル行動ナリヤ斯ク信シテ可ナリヤ」と陸相に して念押しし、幣原外相が陸軍にとって不利な情報を朗読して「ソレト無ク今回ノ事件ハ恰モ軍部カ何等カ計画的ニ惹起セシメタルモノト揣摩セルモノノ如カリシ」とみなされているように政府は陸軍の行動に疑念を抱いていたが
(
)、対外的には共同歩調をとっていた。
続けて二八日にはより具体的な世論指導方針が陸軍省から出されてお
り、そのなかで「事変ハ日本 為特殊 関係アル地域ニ発生シタルモノニシテ日支両国ニ於テ之ヲ解決シ第三者ノ容喙ヲ許スヘキモ ニアラサルコト」とあるように日中両国による事変解決 むけた世論形成を進めていく方針が打ち出された
(
)。連盟理事会がアメリカのオブザーバーとし
ての参加を決定したことを受け、一〇月一六日に発せられた南陸相の発言には、 「満洲事変の解決は日支両国の直接交渉によるべしとの日本の根本方針 今日といへども微塵も変化してゐない、故 聯盟が最初から本問題に立ちいつ 干渉がま き態度に出てゐることはわが国民に対し甚だ不愉快な感じを与へる、 〔中略〕 本 満蒙における権益の内容と歴史とに知識なき聯盟がかれこれ差し出る は百害あつて一利なき行動といはねばならぬ今後米国を加へた聯盟 如何なる方向 動くか 興味ある問題であるが日本の根本方針は聯盟や第三者によつて断じて 揺するものでな こ は断定してはゞからな 」とこの世論指導 針通りに連盟や第三者の介入を拒否する姿勢を見せ る
(
)。
一方、国防思想の普及を行っていた在郷軍人会は事変勃発にともない
軍の行動を支持する世論形成のための活動を展開していく。満洲旅行か
ら帰京した鈴木会長は九月二七日に開かれた歓迎会において「重大時期に際して在郷軍人会員が溢るゝ如き愛国心と平素修養しつゝある統制とを以て国論の正導を計られまして当局の後援となり進んで国威国権の確立を計られるといふことは元より其の本分とする所であります。 〔中略〕今や軍人会員の活動が国論の中心を成す 感あるは会長 して深く満足する所であります」と述べ
(
)、在郷軍人の活動が世論形成の中心になって
いるという認識 示し いる。さらにこの翌日には第一師団管下の在郷軍人会連合支部が靖国神社において大会を開き、 「当局を支持激励し満洲の権益確保帝国の威信発揚」 関する決議 採択し、ほかの全国府県の在郷軍人会も大会を開き政府 「激励」する になったと報じられている
(
)。その結果として在郷軍人会は会長の名で内閣総理大臣をはじめ
とする各大臣、枢密院議長、貴衆両院議長、政党総裁など 対して具申書を提出しており そのなかにも「此ノ重大ナル局面打開ニ当リテハ確固不抜ノ国策ヲ遂行シテ中道ニ挫折スルヲ許サズ之ガ為ニハ第三者ノ容喙干渉ヲ排除シテ一意邁進スルヲ要ス」 あり
(
)、 「第三者」 、つまり連盟
やアメリカなどの介入を否定している。
以上のように、政府の日中直接交渉という方針に基づき、軍や在郷軍
人会は世論の形成にむけて活動 た。連盟 介入を拒否するのは先に引用した南の発言にある通り、 「日本の満蒙におけ 権益の内容と歴史とに知識なき聯盟がかれこれ差し出ることは百害あつて一利なき行動」という連盟に対する不信感とも言える認識が根底には った。それは時間の経過ととも ま ます強まっていく。なお、幣原が提案し 日中直接交渉は中国側の拒絶もあり
(
)、実現することはなかった。これにより連盟
――
の判断が状況を左右することになるのである。なお、既述した通り一〇月一五日には連盟理事会でアメリカ代表のオブザーバー参加が承認され、二四日には期限付きの満洲撤兵勧告決議案が提出され、否決されものの日本以外はすべて賛成という結果であった
(
)。

リットン調査団の派遣と満洲国の承認
一時休会していた連盟理事会が一一月一六日にパリのフランス外務省
で再開された。日本は 満洲問題の基本的解決のためには満洲および中国についての全体的な真 理解 必要であるとして、連盟が現地に調査団を派遣することを正式に提案した。この結果、一二月一〇日の理事会において全会一致で調査団の中国派遣が決定された
(
)。この決定に
より派遣されたのがリットン調査団である。なお、この翌日に日本では若槻内閣が総辞職し、一三日には犬養毅内閣が成立 ている。
調査団のメンバーは翌年一月二〇日までに指名され、イギリス委員の
ヴィクター・リットンが委員長に選ばれた。ほか 委員はフランス アンリ・クローデル、イタリアのルイージ・ア ドロヴァンディ、ドイツのハインリヒ・シュネー、アメリカのフランク・マッコイ り、 本からは吉田伊三郎トルコ大使 中国からは顧維鈞が参加した。調査団二月二九日に来日したのを皮切りに上海、南京 漢口、北京など各地を周り、日中両国の要人と面談するなど調査を開始 た。
一方、来日の翌日に「満洲国建国宣言」が発表され、満洲国が成立し
ている。これを受けて一二日の閣議では「新国家に対して 帝国としては差当り国際公法上の承認を与ふることなく可得出来範囲 於て適当なる方法を以て各般の援助を与へ以て漸次独立国家たるの実質的要件を具
備する様誘導し将来国際的承認の機運を促進するに努むること」が決定された
(
)。差し当たり満洲国を承認せずに独立国家としての体裁を整えら
れるよう「誘導」し、将来的に国際的にも承認されるよう していくことになったのであ 。
調査団は四月二一日には奉天に到着し、四月二四日から五月一日の間
に計六回にわたり本庄繁関東軍司令官と面談している
(
)。これに先立ち関
東軍は言論機関の記事内容を統制するため在満洲新聞記者に通達 出している。これは記事内容の指導 あると考えられ、 「英文紙・日本紙」「漢字紙」 「鮮字紙」 「白系露紙」ごとに要目が異なっている。ただし、共通しているのは張学良政権 対する批判と満洲国建国の正当性を訴えている点である
(
)。これらの記事を調査団の目に入れ、調査報告に反映さ
せる意図があったと考えられる。なお、陸軍省新聞班から関東軍司令部に松井太久郎中佐が派遣されていたが、当初の予定が変更されてリットン調査団が満洲を離れるまで関 での勤務が延長されている
(
)。松井は
関東軍で宣伝課長を務め
(
)、 「満洲事件発生以来奉天に集合した中外の新
聞通信記者三百余名を扶翼し日本軍の正当なる行動をして中外に知しつせしめ多大の功労を顕はした」と新聞 報じら ことから見ても (
)、彼がこの新聞記事の指導に関して中心的な存在であったと考えられ
る。
五・一五事件により犬養内閣が総辞職し、斎藤実内閣が成立した。犬
養内閣が満洲国承認を認めていなかったのは既述の りだが、内閣の交代により日本国内における満洲国承認の動き 目立つようにな 。
六月五日に奉天で開催された在郷軍人会全国大会 おい 、次の決議
――
が採択された。
一、吾等ハ帝国ガ速ニ満洲国ヲ承認シ極力其ノ発達ヲ援助スルコト
ヲ期ス
二、吾等ハ国防ノ完備ニ関シテハ政党政派ヲ超越シテ国論ノ正導ニ
努メ特ニ満蒙ニ対スル国民ノ認識ヲ深厚ナラシメ以テ帝国永遠ノ和平ヲ期ス
三、帝国ハ今ヤ未曽有ノ 難ニ直面ス吾等ハ益々一致団結国運ノ進
展ニ力メ以テ聖旨ニ副ヒ奉ランコトヲ期ス
(
)
項目の「二」にもあるように在郷軍人会が「国論ノ正導」に努めてき
たのはこれまで見てきたとおりであり、この決議により在郷軍人会が満洲国の承認にむけて動き出すことを決定した とを意味する。
また六月一四日には衆議院本会議で満洲国承認決議が全会一致で可決
されている。さらに七月六日には内田康哉が外務大臣に就任し、内田は八月二五日の衆議院本会議において「我ガ国民ハ〔中略〕此問題〔満州国承認〕ノ為ニハ所謂挙国一致、国ヲ焦土ニシテモ此主張ヲ徹スコトニ於テハ、一歩モ譲ラナイト云フ決心ヲ持ッテ居ルト言ハナケレバナラヌ、此国民ノ決心 下 、我ガ公明正大ナル態度ヲ主張シ、其 維持スルト云フコトニ於テ、私 何モ懼レル所ハナイト思フ」 「焦土外交」演説として知られる答弁を行 、満洲 承認 むけた意気込みを語っている
(
)。一方でパリにいる長岡春一国際連盟代表からは満洲国の承認
は慎重にすべきだ する意見が外務省に届けられ 。そのなか 問題と指摘されているのは、それまで単独承認を主張してき 日本 面目をどのようにして立 、世論をどのようにして収めるかという点であった
(
)。
外交においても世論を無視できないという外務官僚の認識がここには示されている。
日本国内では七月から陸軍が各種パンフレットを発行し、世論形成に
むけて動き始めていた
(
)。なお、この時期は「刻下ノ重大時期ニ直面シ満
蒙問題ニ関スル国民ノ関心漸ク冷却シ加フルニ満洲ヨリノ報道亦統制ナク時トシテ一般ニ不良ナル影響ヲ与フル如キモノヲ認ムルハ大ニ注意ヲ要スル所ナリ」と国民の間での満洲事変に対する関心の低下が観測され (
)、陸軍に危機感をもたらしていた。さらにリットン調査団が七月四日
から一七日にかけて再来日し、その後は北京において調査報告書の作成に入ってもいた。こういった状況から陸軍 国内世論の統一 目指していたと考え る。
それでは陸軍パンフレットはどのような内容であったのかを確認して
おきたい。 『国防思想普及参考資料』の一冊として発行され 『満蒙問題の再認識と国民の覚悟』は陸軍の主張が端的に述べ
(
)。この
冊子には取り扱 上の注意として「本編を講話等に利用せんとするに方りては、本文中側線を附したる個所の説明は之が婉曲ならしむるを要す (
)」とあることから講演での利用も前提とされていた。この冊子は六章
から構成され、各章 タイトルは 「満洲事変は満蒙問題解決 序曲なり」「我が使命の遂行と輿論の力」 「満洲事変に関し輿論に反く声に就て」「満洲事変と我が国民生活」 「事変の多
発性と今次事変の重要性」 「四囲
の情勢と国防」となっている。こ パンフレット な で注目すべきは外交に対する世論の影響力が述べられている点である。
国民外交といふ語もあるが、それは国民総意の確立といふ意味でな
――
ければならぬ。夫れに基調して外交の行動が行はれるといふことは最も合理的である、国内の輿論が強調し、他の異論
―
事実の正し
き認識の上に組織せられざる反論
―
に対し対立するの熱意が結晶
して居つたならば、それは自然国外にも反映する である
(
)。
さらに次のように続く。
今後此の聯盟総会に於ては、如何な 動きを見せるかわからないが、必ずや紛擾を免れまいと考へられる。 〔中略〕此難局を予想せらるゝ時期に於て、飽く迄輿論の統一を維持し 民 総意を以て、世界に於ける空気を導 、在外使臣をして拠て以て頼るところあらしめねばならぬ
(
)
ここでは国内の世論が日本の外交政策だけでな 世界の世論にも影響
を与えるという陸軍の認識が示されている。陸軍が 「輿論の統一を維持」させようとして るのはこれが理由である。だからこそ陸軍は先に述べたように「満蒙問題ニ関スル国民ノ関心」が「冷却」することに危機感を覚えたのである。さらに陸軍が世論に注意をむけるのには次のような理由もあっ 。
言論界の緊張、事変地出動者の盛んな歓送迎、莫大な 恤兵金献金、軍需品 献納等数多き愛国美談の陰にも、尚一抹の不愉快な流れも存在する。此不愉快な流れ〔 「皮相」 る平和主義者および共産主義者等によ 日本の国策に背く活 〕は之迄は底に押し込められてい居たが、已に述べたる通り、其圧力たる国内輿論其ものが低調したる暁には、必然的に再び地殻を破つて表流するものと思はねばならぬ。満洲問題の解決殊 国民 希望するが如き満洲 建設に
は相当の長年月を要するであらうから、熱し易く冷め易き国民の心に倦怠の情が萌すとき、即ち其危険時であらねばならぬ
(
)
満洲事変前、陸軍は国内から軍縮を迫られており、それは主にここで
言う「平和主義者」により唱えられていた。また共産主義などの思想問題に対処する組織として一九二七年に陸軍省調査班を設立する
(
)、陸
軍は思想問題には敏感であった。こういったことから「不愉快な流れ」を現れさせないためにも満洲問題の解決に時間がかかることに注意をむけさせ、 「満蒙は我が国民経済生活を保障し、我が国防を安固ならしむる」だけではなく、 「東洋永遠の平和」 もたらすと強調する必要があったのである
(
)。
さらに在郷軍人会はリットン報告書の発表に先だち新たに国防思想普
及の要領を作成した。在郷 人会が三期 分けて国防思想の普及を行っていた は既に述べたが、九月一日より第四期の事業開始を通達 た。その目標は「帝国ノ既定方針ヲ遂行センガ為メ第三者ノ不当ナル容喙ヲ排撃シ、挙国一致之ニ対抗スル決意ヲ固ムルニ在リ」とされ いる。また「国際聯盟調査委員ノ報告ニ伴フ国際関係ノ紛糾ニ際シ主力ヲ傾注スルヲ要ス」とあるようにリットン報告書の発表に備えるためのも でもあった
(
)。
また満洲事変勃発一周年にむけた記念事業の動きも見られる。関東軍
は「九・一八満洲事変一週年紀念宣伝計画」 、ラジオ どの積極利用によるイベントを計画した
(
)。さらに陸軍省によりパンフレットと
して『満洲事変勃発満一年』が作成され る。ここでも「輿論は近代政治の基底をなして居る。然らば此 内輿論は直 国際輿論界に対し
――
当然の交感を生じ、反映を現はすものである、乃ち国際輿論啓蒙上よりするも重大なる意義を有するものである」と世論の重要性が強調されており
(
)、さらには「国民の熱意下降し、国家的大事業に精進するの意志が
低調せんとするに際しては、種々の邪説も現はれ易くな 」と満蒙問題に対する関心低下を警戒 いる
(
)。このほかにも『戦友』や『偕行社記
事』の九月号も満洲事変勃発一周年記念の特集号を発行している。
このような状況のなか九月一五日に日満議定書が調印され、日本は満
洲国を承認した。これを受けて陸軍は『満洲国の承認に就て』を発行した。このなかで満洲国承認の意義の一つと 「日本は英米始め聯盟各国に毫末も掣肘せらるゝことなく、苟も満洲問題に関する限り常に自主独往の見解に基いて所信を断行 のな ことを全世界に明示」したことを挙げ、これは「欧米追随外交、萎縮退嬰外交の思想を清算排撃して、自主 外交への躍進である。即ち帝国は 国承認 エポツクとして自主的外交へ スタートを切つた」と評価している
(
)。満洲国の承認
が国際的な孤立をもたらすと予測され はい ようであるが、これを「自主的外交のスタート」とするのは強弁という印象を拭えない。さらにパンフレットは次のように述べる。
今後帝国に対し各種の干渉圧迫の襲ひ来ることは覚悟せねばならぬ。之に対し国家並国民は有ゆる努力を傾倒して、彼等の蒙を開き、以て我が立場を正解せしむると共に、要すれば聯盟を脱退して亜細亜に帰り、已むを得ざる場合には蹶然起つて国土を焦土と化するも、断乎之を排撃するの決意と覚悟が必要である
(
)
ここで示されているのは国際的な関係を敵対的なものとして捉えてい
る陸軍の姿である。このような考えであるならば連盟は日本に対する制約以外のなにものでもないであろう。この考えはリットン報告書の発表によりさらに強化されて唱えられていく
リットン報告書の発表
リットン報告書は一〇月一日に日本政府に手交され、その翌日に公表
されている。その直前に日本では情報委員会とい 組織が設立されている。満洲事変勃発以後、日本 陸・海・外務 ど 各省はそれぞれの立場で啓発宣伝報道を実施していたため 国論の不統一や国策の遂行に支障を生じた事例も少なくなかった。それは結果的に「宣伝戦ニハ惨憺タル敗北デアッタ」と後に評される結果をも らした
(
)。そこで関係各省が
密接に連絡 とって情報を交換すると同時に、対外 対内宣伝の基本方針を協議決定して、これに基づいて各省が共同動作をとるべき あるという意見が陸・外両省の間で一致し、一九三二年五月頃 時局同志会が設立された
(
)。この動きの陸軍側の中心人物は後に新聞班長に就任する鈴
木貞一中佐（当時は 軍省軍務局課員）であった。時局 志会の第一回会合は六月三日に外務省において開催さ 、陸軍からは鈴木中佐、陸軍省調査班の秋山義隆中佐、参謀本部の松本健児大佐、同じ 参謀本部の武藤章中佐が出席した。この会合で参謀本部から「対外宣伝骨子案」が提案された。これ 要旨は「満蒙における経済的発展が帝国の生存上絶対的の要求」である点を積極的に宣伝し、このために「外務省、 部の宣伝業務を統一し特に出先機関を融合統一するという趣旨のもとに中央、満州、各在外機関、ジュネーブ代表部門 連絡組織を設ける」というものであった
(
)。これを関係各省に連絡して意見を考慮した結果、八月
――
二七日に鈴木から「対内外宣伝委員会案」が提出された。これは「時局宣伝を統一強化するため内閣直属の委員会を設置し、宣伝の方針、方法、手段等の審議研究な びこれが一部の実行を行なう。なお、本委員会において非常時または戦時における情報宣伝機関統一に関する事項を研究準備する」という内容であっ
(
)。この案のとおり内閣に設置すると
なると官制上の組織である必要が が、そ を実現するには相当の時間がかかると予想された。しかし、当時の状況は急 要したので官制外の組織として委員 を設置して活動を開始 ことに関係者の意見が一致し、九月一〇日にほぼ鈴木の案どおりに官制外 情報委員会が外務省内に設置された。
情報委員会が「差方リ実行スベキ事項」として取りあげたのは、以下
の五項目である。
一、新外務大臣ノ責任ニ際シ事態ノ真相ト帝国ノ境遇就中満蒙ヲ帝
国ノ経済的勢力下ニ置クコトカ帝国存亡ノ岐ルヽ所以ヲ率直ニ声明シ之カ貫徹ハ国民的決意ナルコトヲ世界ニ諒知セシム
二、右ト同時ニ外務大臣、陸、海軍当局及文部大臣ハ国内事情ニ疎
キ在外大使館、領事並駐在武官及留学生ニ対シ現下ノ非常時ナルコトヲ認識セシメ帝国ノ立場、主張ヲ世界 諒知セシムル為万善ノ努力 尽ス如ク要求スル
三、国際聯盟ヲ牽制スル為逐次新聞雑誌ヲ指導シ聯盟調査委員ノ最
終報告内容ニ対スル帝国ノ要望及受諾シ難キ件ヲ示シ報告内容如何ニ依ッテハ帝国対聯盟関係ノ重大危機ヲ招来スベキ 暗示スル
之ト同時ニ聯盟脱退論、満洲国承認論（委任統治反対） 、九
箇国条約改訂討論等ヲ掲記セシメル
四、外国新聞記者及通信員ヲシテ満洲ヲ視察セシメ其ノ実情就中事
実上独立シアリテ支那ノ主権外ニ立テルコトヲ世界ニ知ラシメ調査委員報告ニ対スル与論ヲ作興スル
五、国内統一、帝国一致ノ事実ヲ知ラシムルタメ調査団ノ来朝ヲ目
途トシ与論昂揚ノ処置ヲ講ズ
(
)
「世界ニ諒知セシム」や「国際聯盟ヲ牽制スル」 、 「外国新聞記者及通信員ヲシテ満洲ヲ視察セシメ」といった語句からもわかるように、国際世論を味方につけることが目的であった。 「三」 はリットン報告書を日本に有利な内容にさせようとしているとも読み取れる。ただし、リットン報告書の作成が情報委員会設立よりも前の九月四日に終了していることは新聞でも報道されてい 通りである
(
)。さらに「五」に「調査団
ノ来朝ヲ目途トシ」とあることから、明記はされ な がリットン調査団が二度目に来日した七月よりも前、時局同志会の時代からすでに実行に移されていた 考えられる。なお、 長には有田八郎外務次官が就任し、設置された場所も外務省であったことから、情報委員会は対内宣伝よりも対外宣伝を重視していたと言える。
また陸軍では「 「リツトン」報告発表后ニ於ケル国内輿論ヲ好導シ之
ヲ国際政局ニ反映セシムル」こと 的とする「聯盟総会ニ関連スル国内輿論指導方針」が作成された
(
)。そこでは報告書発表後の方針を次のよ
うに決定している。
報告ニ対スル批判ハ爾后三ケ月ニ亘ル輿論振起、国際場裏ニ於ケル
――
帝国主張強化ノ基底ナリ、故ニ真摯ニ理論的ニ批判シ其効果ヲ永続的ナラシム即チ徒ラニ速効的一時的効果 止マル所ノ感情宣伝ノミニ流レス理論宣伝ヲ主トス然レトモ右全面的批判ハ将来帝国ノ主張ヲ拘束セサル為過度ニ拙速ヲ尚フコ ナク関係各省間ニ慎重ノ研究ヲ重ネ其範囲ト程度トヲ決定シタル後ニ於テ発表スルヲ要ス但調査団元来ノ使命ニ基ク「リツトン」報告ノ性質ハ速ニ之ヲ闡明シ特ニ満洲 承認ニ係ル事実ノ変化ト我既 方針 主張ヲ飽 迄貫徹スルノ 旨ヲ明ニスル 要ス
(
)
これを見る限り、この時点ですでに報告書が日本にとって厳しい内容
であると予測されているようである。実際には日本に特別な配慮を示している点もあったが
(
)、日本にとって受入れられない点がいくつか見られ
た。この点については後述する。
また「摘要」には「輿論ハ国家行動ヨリ一歩ヲ先シアルコト必要ナル
ヲ以テ従来ノ対満政策ノ遂行ニ向テ輿論カ自然的ニ湧出スル如ク指導スルコト必要ナリ」とあり、陸軍が前面に出ない 注意している。これは国防思想普及にあたって重視された「自然ニ推断セシムル」と通じるものがある。
リットン報告書の発表により、陸軍は「聯盟総会ニ関連スル国内輿論
指導方針」に基づいて報告書を批判する世輪形成に動き出した
(
)。 「指導
方針」に「真摯ニ理論的ニ批判」と るのは先 見た 、このために作成されたと考えられるのが『リツトン報告書 再批判』である。ここから陸軍が報告書のどの点を批判し いるのかを確認しておき い。そは「支那を逐次発展途上にあ 組織国家となせること、九月十八日事件
を帝国の自衛的行為と確認せざること、満洲が古来完全に支那の組織部分なりとなせること、及満洲国の成立を不自然となせること」であり、「此等の諸点に対しては吾人の強硬に反駁し、彼等の誤れる認識を是正せんと欲する所である」と述べている
(
)。これらは外務省発表の批判点と
ほぼ共通しており
(
)、 「関係各省間ニ慎重ノ研究ヲ重ネ」ていることがう
かがえる。そ 結論において「帝国に対す 聯盟の態度最悪の場合に処すべき帝国の腹も既に決定して居 。之が 国民は一致結束し非常なる決意を以て時局に処せねば らぬ。此決意 準備さへあれば、聯盟の空気を牽制し、最悪なる事態の到来 見ずして終ることを 信するものである」と述べている
(
)。ここで言う「帝国の腹」が何を示しているのか
明確 はないが、恐らく連盟脱退を示唆しているのであろう。しかし、この内容からはあえて強硬的な態度を示すことにより、連盟側を譲歩せて連盟脱退に 到らないようにしようとしているとも読みとれる。
リットン報告書発表を機に言論機関の多くは連盟や報告書に対する批
判を展開した
(
)。満洲事変期における新聞の論調は基本的に軍に対して好
意的であり、リットン報告書に対す 批判でも共同歩調 っていた。それは陸軍の世論対策を専門とする陸軍省新聞班の班長が次の文章を寄せていることからもうかがえる。
この国家重大事に際会して言論機関の使命は甚重いものがあり、其使命を尽す手段に就ても慎重なる考慮を要するものと思ふ。然しながら吾人は今に於て更まつて報導機関に待望すべき何ものもない、何となれば事変勃発以来既に最善が尽され、これ以上より 美き情態を望まれない点まで到達して居からである。全国民は言論機関
――
仲介により完全に政府を諒解し、特に軍部の誠意と努力とに対しては満幅の理解を持つ 至つた
(
)
そして一二月一九日には一三二社の新聞社が満洲国の独立を支持する
共同宣言を出すまでになる。
共同宣言
満洲の政治的安定 、極東の平和を維持する絶対の条件である。而して 国の独立と其健全なる発達とは、同地域 安定せしむる唯一最善の途である。東洋平和の保全を自己の崇高な 使命と信じ、且つそこに最大の利害を有する日本が、国民 挙げて満洲国を支援するの決意をなしたことは、まことに理 当然といはねばならない。いな、ひとり日本のみならず、真に世界の平和を希求する文明諸国は、ひとしく満洲国を承認し、且つ其成長に協力するの義務ありといふも過言ではないのである。
然るに国際聯盟の諸国中には、今尚ほ満洲の現実に関する研究を
欠き、従つて東洋平和の随一の方途を認識し いものがある。われ等は、かゝる国々の理解を全からしめんことを、わが当局者 要望すると共に、苟くも満洲 の厳然たる存立 危うするが如き解決案は、たとひ如何なる事情、如何なる背景に於て提起さるゝを問ず、断じて受諾するべきものに非ざることを 日本言論機関 名に於て茲に明確に声明 ものである
(
)。
これが「自然的ニ湧出」したものなのか、あるいは政府なり陸軍なり
が指導した結果なのかはここでは問題にしない。しかし、新聞社が共同で満洲国の独立を支持する宣言を出したことは重大で、連盟が満洲国を
承認しなかった場合においても日本が連盟に残ることを選択するならば、新聞を敵にまわすことを意味するのである。
三
国際連盟脱退へ
連盟脱退の主張は先に引用した満洲事変が始まってすぐから散見され
る。例えば、一九三一年一〇月一日の閣議 、幣原外相が一四日の連盟理事会までに日本の態度 示すため自衛権の範疇を越える地域からの撤兵を主張した際、南は「いま撤兵 れば非常 困難な立場になるし、奉天と吉林との抑へが利かなくなる。一体、国際聯盟から日本が脱退すればいゝぢゃないか」と発言したとされる
(
)。南の発言は連盟が日本
の行動を制約することがあれば脱退した方が いという発想であり、これは多くの連盟脱退論 共通した考え方である。大手新聞 おいて比較的早い時点で連盟脱退を主張したのは『東京日 新聞』であり、一九三二年の三月二九・三〇日の二日間にわたって「聯盟脱退論」という記事を朝刊に掲載した。
陸軍パンフレットでは一九三二年六月に発行された『日支紛争を繞る
聯盟の動向を観て』が連盟脱退を主張している。こ パンフレット 全編にわたって連盟批判を展開しており、例えば「聯盟 、今次満洲事変勃発以来、帝国に対し採り来り 態度は、甚だ く極東事情 殊に事変其ものに対する認識を欠けるも であつ 、之が為日支問題は著 く紛糾を重ね来り
(
)」と連盟の「認識不足」や、 「支那の巧妙なる宣伝に迷は
されたる結果な とは雖、聯盟が遂に失敗の淵へ其第一歩を踏み出したるは遺憾至極である
(
)」と中国の「宣伝」に惑わされているというもので
――
ある。そして最後には「聯盟にして満洲の現実を無視し、其非違を強行せんとするに於 は、帝国は敢然立つ 之と対し、国民の総意に従ひ宜しく脱退して、帝国は亜細亜に帰るべきであらう」と脱退を明言している (
)。以後のパンフレットにおいても連盟批判と連盟脱退という言葉が繰
り返されたのはこれまで 見 きたとおりである。
一九三三年になると連盟脱退が一層現実味を帯びてくる。それは陸軍
が熱河省を満洲国の勢力圏に入れようと攻撃 むけて動 出したからである。 は歴史的・地理的には満洲 属さないが、政治的・行政的には東北の一省に数えられるという微妙な存在であっ 。しかし当初より関東軍は熱河も占領地域に加えるつもりであり、満洲国樹立 あたって熱河は領域で と宣言させていた
(
)。このことはパンフレットでも強調
され、 「熱河に関す 限りは満洲国の 内問題で つて 該省内に於ける出来事に対して如何な 処置を執るも全く満洲国の随意 何等他の容喙干渉を容るべきもの い」とあくまでも満洲国の国内問題であるとしてい
(
)。
陸軍はまず熱河侵攻に先だって世論指導を計画した。中国にとって政
治的に重要であり、しかも列国の権益が存在している河北省と熱河 接していた。そのため「熱河ニ対スル作戦ヲ開始セシ場合勢ヒ作戦ノ平津地方ニ及フヘキコトアル場合ヲ顧慮シ予メ内外殊ニ海外ニ対シ其必然性ヲ繰返シ再三宣伝シ置クノ必要」が認められ、 「熱河問題ニ関スル輿論指導ハ作戦ノ発動ニ先チ内外 状勢切迫シ国民ノ 心及憤激其極 達問題ノ速ナル解決ヲ要望スルノ形勢ヲ馴致スルト共ニ列国ニ対シテモ軍ノ作戦ノ必要 首肯セシムル如ク輿論指導ト作戦準備及作戦発動ノ密接
ナル協調ヲ図リ度キ」と国外にむけた世論形成も重視されていた
(
)。
しかし、先行研究でも指摘されているように、熱河侵攻は連盟による
対日制裁を引き起こしかねない問題であった
(
)。連盟規約第一五条は連盟
理事会の紛争審査に関する規定であり、特 問題になったのは第四項である
(
)。これは理事会決定の全会一致だけでなく多数決でも手続を進めら
れる規定になっており、これまでは全会一致の原則のため 日本一国の反対でも否決することが可能であったのに対し
(
)、第一五条第四項ではそ
れが不可能にな からである。この規定により勧告が採択され、それでも日本 熱河に侵攻した場合、それは制裁を発動される可能性が ることを意味する。
二月に入り、陸軍は第四項が適用された場合は連盟を脱退するという
世論を形成させようと計画す 。
聯盟カ満洲国不承認等ノ態度ヲ持続スルニ於テハ既ニ和協ノ余地ナク其結果第四項ノ適用ヲ見ルモ敢テ怕ルヽ処 アラス又第四項ニ移リタル場合脱退ノ措置ニ出ツルヤ否ヤハ第四項ニ基ク報告及勧告ノ内容ヲ研究シタル上自主的 決定ス コトヽセラレタリ以上極秘含ミ迄
(
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さらに世論の指導方法としてはこれまで通り「国民ノ決意ヲ国際的ニ
反映セシムル為第四項ニ移ラハ脱退ノ外道ナキニ至ルヘキ旨ノ決意ヲ部外ヨリ自然ニ湧出セシムル」ように指導するよう指示している
(
)。この直
前の一月三一日の新聞には荒木陸相の談話が掲載されている。それは第四項による勧告案が採択された場合でも直ちに連盟を脱退する必要はないと慎重な態度は見せつつも、 「日本が脱退するやうになつて 対外的
――
には頑迷なる聯盟のきはんから脱することが出来、対内的には国民の自覚を促進することになり傍ら満洲国の健全なる成長を助成し国内の諸情勢を整調してゆけば日本の将来 決して悲観するを要しない」とむしろ連盟脱退のメリットを強調している
(
)。
なお、二月八日には日比谷公会堂で対国際連盟緊急国民大会が開催さ
れ、連盟脱退を求める宣言が採択され、さらに各新聞は連盟脱退を主張する記事を掲載しているという状況であった
(
)。
二月一七日には閣議で熱河侵攻が決定され、さらに二〇日には連盟が
日本軍の満洲撤退勧告案を可決した場合は連盟から脱退すると閣議で決定された。熱河侵攻作戦が開始された翌日の二月二四日には連盟において満洲国の不承認および日本軍の満洲からの撤退勧告案が可決 れた。そし 閣議で 決定通り連盟脱退 決まり、三月二七日に日本は正式に国際連盟脱退通告を打電した。これと同日、在郷軍人会 通牒を出四月一日から八月三一 までを第五期として国防思想 普及を図を決定した。 こには「 際聯盟脱退ニ伴フ有ラユル障害ト困難トヲ克服シテ挙国一致国策遂行ニ邁進スルノ決意ヲ徹底セシム」とあっ
(
)。こ
れ以後、陸軍は「非常時」を強調して自身が望む政策 実行 く。
おわりに
これまで見てきたように、陸軍の世論形成の手段としては帝国在郷軍
人会を主体とした国防思想の普及が重要な位置を占め いた。そしてその主張内容は陸軍中央によって講演での利用を前提にして作成され パンフレットを元にしており、陸軍の意向が強く働いていた。
なお、本稿において陸軍の世論形成について検証してきたが、満洲事
変時の世論が陸軍によって形成されたと指摘したいわけではない。世論が形成される要因は複合的であり、そ を特定するのは不可能に近本稿で明らかにしたかったのは陸軍が世論と政策との関係についてどのように認識していたかということである。陸軍は世論によって外交政策が左右されると認識しており、そのために世論対策を実施し、連盟を動かすには至らなかったもの 日本の外交政策 ついてはほぼ陸軍 要求通りの展開になった。
これ以後、陸軍は積極的に世論の形成を図っており、それを象徴する
のが一九三四年の『国防の 義 其強化 提唱』発行 る「陸軍パンフレット問題」である。
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(
)
帝国在郷軍人会理事赤井春海「国防思想普及に関する件通牒」 （一九三
二年八月二六日） （前掲『資料日本現代史八』 四九四―四九五頁。
　　　
(
)
拙稿「満洲事変と日本陸軍の演芸人利用
―
宣伝活動としての慰問団派
遣」 （ 『駿台史学』第一五八号、二〇一六年九月） 。
　　　
(
)
陸軍省『満洲事変勃発満一年』 （一九三二年九月）二二頁。
　　　　
(
)
同前、二三頁。
　　　
(
)
陸軍省調査班『満洲国の承認に就て』 （一九三二年九月、
JA
C
A
R

C
15120461800 、
C
15120461900 、
C
15120462000 、
C
15120462100 、
C
15120462200 、
C
15120462300 、
C
15120462400 、
C
15120462500 、
C
15120462600 、防衛省防衛研究所戦史研究センター所蔵）四―五頁。
　　　　
(
)
同前、一七頁。
　　　　
(
)
情報局「情報局ノ組織ト機能」 （一九四一年五月） 、三頁。
　　　
(
)
奥平康弘監修『戦前の情報機構要覧』 〈言論統制文献資料集成第 〇巻〉
（日本図書センター、一九九二年）三頁。 『戦前の情報機構要覧』の著者は情報委員会設立当初から情報局の廃止まで内閣情報機構に勤務していた小林正雄であるとされる （横溝光暉 『昭和史片鱗』 経済往来社、一九七四年、二二〇頁） 。
　　　　
(
)
前掲『戦前の情報機構要覧』 四頁。
　　　　
(
)
同前。
　　　　
(
)
同前、六頁。
　　　　
(
)
「連盟調査団の報告今朝署名を終る」 （ 『東京朝日新聞』一九三二年九月四日付号外） 。
　　　
(
)
陸軍省調査班「国内輿論指導ニ関スル件」 （一九三二年九月三〇日）
（ 『満密大日記』昭和七年十四冊ノ内其十一、
JA
C
A
R

C
01002819000
、
防衛省防衛研究所戦史研究センター所蔵） 。
　　　　
(
)
同前。
　　　　
(
)
同前『満洲国と国際連盟』 、一〇九―一一〇頁。
　　　
(
)
陸軍省調査班「 内輿論指導ニ関スル件」 （一九三二年一〇月四日）
（ 『満密大日記』昭和七年十四冊ノ内其十一、
JA
C
A
R

C
01002819000
、
防衛省防衛研究所戦史研究センター所蔵
　　　　
(
)
陸軍省調査班 『リツトン報告書の再批判』 （一九三二年一〇月、
JA
C
A
R

C
15120253700 、
C
15120253800 、
C
15120253900 、
C
15120254000 、
C
15120254100 、
C
15120254200 、
C
15120254300 、
C
15120254400 、
C
15120254500 、
C
15120254600 、
C
15120254700 、
C
15120254800 、
C
15120254900 、
C
15120255000 、
C
15120255100 、防衛省防衛研究所戦史
研究センター所蔵）五頁。
　　　　
(
)
「本来の使命を忘却
徹底反駁を要す
外務当局の談」 （ 『東京朝日新聞』
一九三二年一〇月三日付朝刊）
　　　
(
)
前掲『リツトン報告書の再批判』 、六六頁。
　　　　
(
)
前掲『太平洋戦争と新聞』 、一一一―一一七頁。
　　　
(
)
陸軍省本間新聞班長「陸軍から言論界へ」 （新聞研究所編『日本新聞年
鑑
昭和八年版』新聞研究所、一九三二年） 、一一頁。
　　　
(
)
「共同宣言」 （ 『東京朝日新聞』一九三二年一二月一九日付朝刊） 。
　　　　
(
)
原田熊雄『西園寺公と政局
』第二巻（岩波書店、一九五〇年）八四頁。
　　　
(
)
陸軍省調査班 日支紛争を繞る聯盟の動向を観て』 （一九三二年六月、
JA
C
A
R

C
14030498200 、
C
14030498300 、
C
14030498400 、
C
14030498500 、
C
14030498600 、防衛省防衛研究所戦史史料センター所
蔵）一一―一二頁。
　　　　
(
)
同前、一三―一四頁。
　　　　
(
)
同前、二〇頁。
――
　　　　
(
)
江口圭一『昭和の歴史
十五年戦争の開幕』 （小学館ライブラリー、
一九八八年〔初出

一九八二年〕 ）二一八―二一九頁。
　　　
(
)
陸軍省調査班『熱河に就て
』（
一九三三年一月、
JA
C
A
R

C
14030537300 、防衛省防衛研究所戦史研究センター所蔵）二頁。
　　　
(
)
新聞班「熱河問題ニ関シ輿論指導ノ件」 （一九三三年一月七日） （ 『満密
大日記』昭和八年二十四冊ノ内其一、
JA
C
A
R

C
01002835300
、防衛省
防衛研究所戦史研究センター所蔵） 。
　　　　
(
)
前掲『危機のなかの協調外交』 、三二八頁。
　　　　
(
)
【第一五条第四項】紛争解決に至らさるときは、連盟理事会は、全会一致又は過半数の表決に基き当該紛争の事実を述へ 公正且適当と認むる勧告を載せたる報告書を作成し之を公表すへし。
　　　　
(
)
前掲『満洲国と国際連盟』 、一六頁。
　　　　
(
)
陸軍省「帝国の対聯盟態度に関スル件」 （一九三三年二月二日） （前掲
『資料日本現代史八』 ）二三九頁。
　　　
(
)
同前。
　　　　
(
)
「今直ぐ脱退の要なし
荒木陸相、対聯盟態度を語る」 （ 『東京朝日新聞』
一九三三年一月三一日付朝刊） 。
　　　
(
)
前掲『太平洋戦争と新聞』 、一一七―一二四頁。
　　　　
(
)
帝国在郷軍人会理事赤井春海 国防思想普及に関スル件通牒
三年三月二七日） （前掲『資料日本現代史八』 ）五〇二頁。
